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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第２四半期
累計期間

第49期
第２四半期
累計期間

第48期

会計期間

自令和４年
　４月１日
至令和４年
　９月30日

自令和５年
　４月１日
至令和５年
　９月30日

自令和４年
　４月１日
至令和５年
　３月31日

売上高 （千円） 1,414,475 1,498,344 2,942,229

経常利益又は経常損失（△） （千円） △64,263 201,800 △21,565

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）
（千円） △59,389 191,480 △384,612

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） - - -

資本金 （千円） 1,304,200 1,322,414 1,304,200

発行済株式総数 （千株） 5,604 5,664 5,604

純資産額 （千円） 2,307,356 2,273,084 1,982,133

総資産額 （千円） 4,222,998 3,881,573 3,854,075

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期（当期）純損失

（△）

（円） △15.30 35.72 △85.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） - - -

１株当たり配当額 （円） - - -

自己資本比率 （％） 54.5 58.4 51.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △157,929 118,330 278,590

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △17,978 30,676 △29,303

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 124,231 △156,142 △131,005

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 77,716 240,541 247,670

 

回次
第48期

第２四半期
会計期間

第49期
第２四半期
会計期間

会計期間

自令和４年
　７月１日
至令和４年
　９月30日

自令和５年
　７月１日
至令和５年
　９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 57.06 94.03

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項はありません。
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３．「１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期（当期）純損失（△）」の算定上、従業員向け株式交付信

託及び役員向け株式交付信託が保有する当社株式を期中平均株式数から控除する自己株式に含めておりま

す。

４．第48期第２四半期累計期間及び第48期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株

当たり四半期（当期）純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載してお

りません。第49期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期（当期）純損失（△）は、四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）からＡ種優先配当の会計期間に係る支払想定額を控除し算定しています。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間末現在において判断したものであります。

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

（会社の経営に重要な影響を及ぼす重要事象等）

　当社は、直近事業年度におきまして、「Ａ種優先株式に対する配当の見送り」という重要事象又は状況が存在しま

した。

 

「Ａ種優先株式に対する配当の見送り」

　当社は、平成30年12月にＡ種優先株式1,000百万円を発行いたしましたが、前事業年度の経営状況を踏まえ、５期

連続で普通株式配当の見送りに合わせ、当該Ａ種優先株式に対する優先配当を見送りました。

 

　このように、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。上記事象の内

容及び解消・改善するための対応策については、後述する「会社の経営に重要な影響を及ぼす重要事象等に対する

分析・検討内容及び解消・改善するための対応策」に記載しております。

 

（会社の経営に重要な影響を及ぼす重要事象等に対する分析・検討内容及び解消・改善するための対応策）

　当社は、上記記載のとおり、直近事業年度におきまして、「Ａ種優先株式に対する配当の見送り」という重要事

象等が存在します。

　売上高につきましては、販売会社と共有した具体的な目標の設定、推進をしております。新型コロナウイルス感

染症の感染症分類が２類から５類に引き下げになり、観光業や飲食業の賑わいも次第に戻りつつあり、同様に化粧

品業界も鋭角的に需要が回復しつつあります。当社においても、令和５年５月よりコロナ禍後を見すえ、笑顔あふ

れる日常を目指し、「Good-Byeコロナ禍運動～脱マスク！笑顔！の愛用者づくり～」に取り組んでおります。営業

施策においても、３年間開催を見送っていた「アーチストセミナー」が活況を呈し、各地で「ホームパーティ」も

好調に開催されていることから、次第に状況は良くなってきていると判断しております。

　当第２四半期累計期間においても、売上高が前年同四半期累計期間比5.9％増と需要回復に向かっていることか

ら、販売員の販売意欲の醸成及び育成等を図る機会も拡大してきております。また、販売会社等における流通在庫

については、一部の販売会社の特定製品を除いては、適正在庫に収れんしており、継続した販売会社ごとの与信管

理等により、販売組織において過剰在庫とならないように防止管理を行ってまいります。

　損益状況につきましても、適正在庫、原価管理の徹底、経費節減に継続して取り組んでおります。当第２四半期

累計期間において、売上高が増収になりましたが、経費は前年同四半期累計期間比で20.9％下げることが出来てお

ります。この経費節減トレンドは、予算に沿って推移しており、通期を通じて効果があります。そのため、当事業

年度においては、予算設定損益分岐点が下がっており、利益が出やすい構造となっております。

　財務面においても、令和４年３月発行の第３回新株予約権が、当第２四半期会計期間に一部権利行使が行われ、

96百万円を調達しております。このように資本の増強も図っております。また、当第２四半期累計期間における売

上高の増収トレンドを鑑みて、当事業年度以降のキャッシュ・フロー計画に重要な懸念が生じる恐れはないと判断

しております。今後も財務の健全性を維持してまいります。

　配当については、Ａ種優先株式、普通株式とも配当を見送っております。配当政策については、将来のビジネス

環境の変動にも備えるため、内部留保を優先し、自己資本の回復に努めてまいります。また、当事業年度におい

て、売上回復が鮮明になれば、早期のＡ種優先株式の配当も可能になると考えております。

　以上の必要な措置を講じることにより、今後も「健全な財務基盤」を回復できると考えておりますので、継続企業

の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間末現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期累計期間における当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①経営成績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、令和５年５月に新型コロナウイルス感染症の感染症分類が２類か

ら５類に引き下げになったことや、原材料価格の高騰が一服したことから、先行きの景気見通しの改善が進みまし

た。化粧品業界においても、観光業や飲食業と同様に、「脱マスク」の進展で、需要が急速に回復しており、各社

とも増産体制を敷いております。

　このような状況下、当社は令和５年５月からコロナ禍後を見すえ、笑顔あふれる日常を目指し、「Good-Byeコロ

ナ禍運動～脱マスク！笑顔！の愛用者づくり～」に取り組んでおります。特に、３年間開催を見送っていた「アー

チストセミナー」が活況を呈し、積極的に推進している「ホームパーティ」の開催も全国的に好調に推移しており

ます。

　当第２四半期累計期間の売上につきましては、令和５年６月に新発売しました洗顔シリーズ「アイビーアトラク

ティ」（全品医薬部外品）が、当初の想定を上回る受注状況となりました。また、同じく令和５年６月に新発売し

ました「リップリペアクリーム」（リップトリートメント）についても、好調な受注状況となり、追加製造したも

のの９月の出荷に一部間に合いませんでした。同じく令和５年６月に新発売しました「ホワイトスティック Ｃ」

（スティック状クリーム）については、季節的な要因もあり想定を下回る状況ではありますが、年間を通じては好

調に推移すると考えております。一方、７月から９月まで続いた猛暑の影響により組織活動が低迷したこともあ

り、当社主力製品の一つである「レッドパワー セラム」については、当第２四半期累計期間の出荷数量は14,766

セット（前年同四半期累計期間17,297セット）と、前年を下回り苦戦致しました。レギュラー製品につきまして

は、洗顔を切り口に、「同じ志をもつ仲間づくり、愛用者づくり」に取り組み、新製品の洗顔シリーズ「アイビー

アトラクティ」が好評を得たことが、他レギュラー製品にも波及し好調に推移しました。

　その結果、当第２四半期累計期間の売上高は、前年同四半期累計期間比5.9％増となり、増収で推移しました。

　利益面におきましては、売上原価率は前年同四半期累計期間比で2.1ポイント増加しました。これは、製品構成比

で原価率の高い製品の比率が増えたこと、および資材原料の値上がりが徐々に波及してきたことによるものです。

一方、当期は、前事業年度よりさらに経費使用方針に基づく予実管理を徹底しております。当第２四半期累計期間

においては、売上増にも関わらず販売費及び一般管理費は前年同四半期累計期間比で235百万円減少しました。この

経費節減効果は年間を通じて効果があると考えております。

　これらの取組みにより売上総利益は前年同四半期累計期間比2.9％増となり、営業損益、経常損益ともに黒字に転

換致しました。

　以上の結果、当第２四半期累計期間の業績は、売上高1,498,344千円（前年同四半期累計期間比5.9％増）、営業

利益204,611千円（前年同四半期累計期間営業損失62,608千円）、経常利益201,800千円（前年同四半期累計期間経

常損失64,263千円）、税金費用を10,320千円計上した結果、四半期純利益191,480千円（前年同四半期累計期間四半

期純損失59,389千円）となりました。

　ＳＤＧｓへの取組みについては、当社が取り組める範囲内で地に足がついた形で、環境に配慮した製品づくりに

努めております。一例として、新製品の洗顔シリーズ「アイビーアトラクティ」には、バイオＰＥＴ樹脂使用資材

を採用しております。当事業年度はＩＳＯの仕組みを活用し、ＳＤＧｓに関わる品質目標を掲げ、引き続き環境に

配慮した資材の採用を検討するとともに、事業活動に伴うエネルギーの削減、資源の有効活用による廃棄ロスの低

減などへの取組みを検討しております。

　なお、海外事業については、８月より育毛剤「薬用スカルプケア ステムシグナル」（医薬部外品）の台湾への輸

出を開始いたしました。当第２四半期累計期間の売上高は144千円となりましたが、今後売上高は伸長していくと考

えております。また、香港への輸出についても、近々に行うべく、準備中であります。

　また、当社の事業は単一セグメントであり、上記記載のとおり、当第２四半期会計期間より、台湾向けに育毛剤

「ステムシグナル」の出荷を開始しておりますが、売上高が144千円と少ないため、セグメント別の記載を省略して

おります。

 

②財政状態の状況

（流動資産）

　当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は2,383,855千円（前事業年度末は2,306,646千円）となり、前

事業年度末に比べ77,209千円増加しました。これは主に、現金及び預金が7,129千円、商品及び製品が48,080千円

減少したものの、受取手形、売掛金及び契約資産が121,897千円増加したことによるものです。

（固定資産）
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　当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は1,497,718千円（同1,547,429千円）となり、前事業年度末に

比べ49,710千円減少しました。これは主に、その他が2,542千円、差入保証金が46,597千円減少したことによるもの

であります。

（流動負債）

　当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は1,060,821千円（同1,158,328千円）となり、前事業年度末に

比べ97,507千円減少しました。これは主に、その他が88,110千円増加したものの、支払手形及び買掛金が50,918千

円、電子記録債務が22,088千円、短期借入金が40,165千円、１年内返済予定の長期借入金が40,000千円、未払金及

び未払費用が35,517千円減少したことによるものであります。

（固定負債）

　当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は547,667千円（同713,613千円）となり、前事業年度末に比べ

165,945千円減少しました。これは主に、定時返済などで社債が36,000千円、長期借入金が61,102千円、その他が

65,771千円減少したことによるものであります。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産の残高は2,273,084千円（同1,982,133千円）となり、前事業年度末に比

べ290,951千円増加しました。これは主に当第２四半期会計期間において第３回新株予約権の行使を行い自己株式が

179,361千円減少したこと、四半期純利益を191,480千円計上したことによるものであります。この結果、自己資本

比率は、58.4％（同51.2％）となりました。

 

③キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前四半期純利益、棚卸資産

の減少、新株予約権行使に伴う自己株式の処分による収入等があるものの、長期借入金の返済による支出、売上債権

の増加、仕入債務の減少等があったことにより、当事業年度期首残高に比べ7,129千円減少し、当第２四半期会計期

間末には240,541千円となりました。

　また当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において営業活動の結果得られた資金は118,330千円（前年同四半期累計期間は157,929千円

の使用）となりました。

　これは主に売上債権の増加額122,028千円、仕入債務の減少額73,007千円、未払費用の減少額43,019千円等がある

ものの、税引前四半期純利益201,800千円、棚卸資産の減少額71,672千円、未払消費税等の増加額58,550千円、返金

負債の増加額31,449千円等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において投資活動の結果得られた資金は30,676千円（前年同四半期累計期間は17,978千円の

使用）となりました。

　これは主に有形固定資産の取得による支出13,160千円、無形固定資産の取得による支出5,038千円等があるもの

の、差入保証金の回収による収入46,839千円、貸付金の回収による収入2,278千円があったことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間において財務活動の結果使用した資金は156,142千円（前年同四半期累計期間は124,231千円

の獲得）となりました。

　これは主に新株予約権行使に伴う自己株式の処分による収入60,000千円、株式の発行による収入36,000千円がある

ものの、長期借入金の返済による支出173,202千円、短期借入金の純減額40,165千円、社債の償還による支出38,000

千円等があったことによるものであります。

 

④経営方針・経営戦略等

当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

⑤優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

⑥研究開発活動

当第２四半期累計期間における当社の研究開発活動の金額は、67,423千円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間末現在において判断したものであります。

 

①当第２四半期累計期間の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当第２四半期累計期間の経営成績等は、上記記載のとおりですが、経営者が判断している重要な指標等につき

まして、補足いたします。

 

a.上代売上（小売価格ベース）と下代売上（会計上の売上）の関連性について

当社は、売上に対する利益のレバレッジが高いという特徴を持っているため、目標売上高の達成を最重要視し

ております。当社は、販売会社と小売価格ベースである上代売上で目標を共有しております。通常、上代売上に

対する商品売上（下代売上）の平均掛率は36～40％です。この掛率は、販売契約で定めておりますので、大きく

変動することは少ないですが、総じて上代売上高の好調な時は低く、上代売上高が不調な時は高くなる傾向があ

ります。会計上の売上は、商品売上（下代売上）から売上割戻額を引いて算出いたします。

 

当第２四半期累計期間における上代売上高は、4,212,480千円（前年同四半期累計期間は3,891,133千円）でし

た。当社としては、上代売上目標を販売組織とともに達成することを最重要視しております。

 

b.経営重要指標（ＫＰＩ；Key Performance Indicator）について

経営重要指標（ＫＰＩ）として、棚卸資産回転期間、自己資本比率、売上高経常利益率を経営状況のバランス

を測る指標としております。

棚卸資産回転期間については、当社は四半期ごとの売上高や原価の変動性が高いため、通期で正常な水準値に

近づけることを目的に、構成要素ごとに管理を行っております。当第２四半期累計期間においては、その要素の

一つである棚卸資産額が784,300千円（前事業年度末855,972千円）となり、前事業年度末に比べて8.3％減となっ

ております。その結果、棚卸資産回転期間は、12.2ケ月となりました。引き続き正常な水準（目標6.0ケ月）に戻

せるように取り組んでまいります。

 

自己資本比率につきましては、58.4％（前事業年度末51.2％）となりました。これは、前事業年度末より総資

産額が27,498千円増加したものの、当第２四半期会計期間において第３回新株予約権の行使が96,000千円あった

こと、当第２四半期累計期間において四半期純利益を191,480千円計上したことによるものです。引き続き、通期

においても、正常な水準（目標60.0％）に戻せるように取り組んでまいります。

 

売上高経常利益率につきましても、13.4％（前年同四半期累計期間△4.5％）となりました。引き続き収益を維

持し、正常な水準（目標15.0％）に戻せるように取り組んでまいります。

 

c.研修動員数

当社の経営成績に重要な影響を与える要因の一つとして、販売組織における研修動員数が重要であると考えて

おります。当第２四半期累計期間におきましては、研修動員をしやすい環境になってきたものの、理念研修とし

ての「ＳＡ研修」の新規動員数は361名（前年同四半期累計期間は483名）、美容研修としての「美容教室」の新

規動員数869名（前年同四半期累計期間は1,190名）となり、前年同四半期累計期間を下回って推移しました。３

年ぶりの開催となった「アーチストセミナー」や「ホームパーティ」への動員は出来ていることから、当第３四

半期以降に関しては、「ＳＡ研修」や「美容教室」の新規動員数も上がってくると考えております。

 

d.流通在庫

当社の経営成績に重要な影響を与えるもう一つの要因としては、販売会社の経営状態であると考えておりま

す。販売組織における流通在庫は、ヒアリングにより大まかな把握を行っております。当第２四半期会計期間末

におきましては、前事業年度末よりも流通在庫は減少していると推定しており、ほとんどの販売会社の在庫は適

正水準に収れんしたと考えております。一方、販売会社から収集している最新の決算報告書を分析すると、販売

組織の実売状況は、３年間続いたコロナ禍の影響はあるものの、当社からの仕入（当社売上）を上回って推移し

ており、売上回復に向けた一定水準の顧客は維持していると考えております。
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②キャッシュ・フローの状況の分析・検討内容並びに資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社が判断しているキャッシュ・フローの状況につきまして、補足いたします。

 

a.キャッシュ・フロー分析

当第２四半期会計期間末において、現預金残高は240,541千円（前事業年度末比7,129千円減）となりました。

販管費は、前年同四半期累計期間比で235,580千円減少し、経費節減管理は、順調に進捗しております。今後につ

いては、売上高をあげるとともに仕入及び経費支出を抑え、手元資金の確保を優先してまいります。当社といた

しましては、引き続き財務内容の改善に全力で取り組んでまいります。

 

b.資本の財源について

当社の資本の財源については、資本金、資本剰余金及び利益剰余金等によって構成されております。当第２四

半期会計期間におきまして第３回新株予約権の行使が96,000千円あり、また当第２四半期累計期間におきまして

四半期純利益を191,480千円計上した結果、当第２四半期会計期間末の純資産は2,273,084千円となりました。配

当政策については、収益の状況を勘案しながら、利益還元を行う方針です。

 

c.資金の流動性について

当社は、運転資金及び設備資金につきましては、内部資金又は借入（社債含む）により資金調達することとし

ております。当社の運転資金は季節変動が大きく、３月頃及び９月頃に手元流動性が低くなる傾向があります。

この時期に必要な現預金を運転資金として保持できるように努めてまいります。また、当第２四半期会計期間末

においてまだ在庫が多い状態と認識して、仕入を抑制することにより手元資金を生み出し、内部留保した利益と

合わせて、負債の削減を行う予定です。また、新株予約権の行使にともなう入金も含め、手元の運転資金の確保

を確実に行ってまいります。

 

③重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　　　当第２四半期累計期間において、当社の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について、重要な変更は

　　ありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

Ａ種優先株式 1,000,000

計 17,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（令和５年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和５年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,164,000 5,164,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

Ａ種優先株式 500,000 500,000 非上場
単元株式数

100株

計 5,664,000 5,664,000 － －

（注）Ａ種優先株式の内容は、以下のとおりであります。

（１）優先配当金、累積条項、非参加条項

１.当社は、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に対して剰余金の配当を行うときは、当該配当に係る基準日の最終の株主名簿

に記載又は記録されたＡ種優先株式の株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式

質権者（以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、当該普通株式配当に先立ち、Ａ種優先株式１

株につき、次項に定める額の剰余金の配当（以下「Ａ種優先配当」という。）を行う。

２.Ａ種優先配当金の額は、１株につき60円とし、金銭で支払うものとする。なお、Ａ種優先株式が発行された

事業年度におけるＡ種優先配当の額は、１株につき60円を、Ａ種優先株式発行日の翌日から当該事業年度の

末日までの日数に応じて、１年を365日とする日割り計算により算出した額（少数部分については、切捨ての

額）とする。

３.当社は、毎事業年度の末日、毎年９月30日その他の取締役会が定める日の最終の株主名簿に記載又は記録さ

れた普通株主又は普通登録株式質権者に対して剰余金の配当を行わないときは、当該株主名簿に記載又は記

録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、Ａ種優先株式１株につき、前項で定めた額を上

限として、取締役会の決議で定める額の剰余金の配当（以下「Ａ種無配時優先配当」という。）を行うこと

が出来る。

４.Ａ種優先配当又はＡ種無配時優先配当の全部又は一部が行われなかったときは、当社は、その不足額を累積

し、翌期以降第１項から第３項に規定するときにおいて、当該配当に係る基準日の最終の株主名簿に記載又

は記録されたＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、Ａ種優先配当又はＡ種無配時優先配当に先

立ち、累積した不足額の剰余金の配当（以下「Ａ種累積未払配当」という。）を行う。

５.当社は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、Ａ種優先配当、Ａ種無配時優先配当及びＡ種累

積未払配当以外の剰余金の配当を行わない。

（２）残余財産の分配

１.当社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、普通株主又は普通

登録質権者に先立って、「Ａ種累積未払配当」不足額を支払う。

２.当社は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、「Ａ種累積未払配当」支払いのほか、Ａ種優

先株式１株につき、普通株式と同順位で、普通株式１株当たりの残余財産分配額と同額の残余財産を分配す

る。ただし、分配可能な残余財産が、Ａ種優先株式払込金に相当する金額を超える場合には、普通株主に先

立ち、Ａ種優先株式払込金に相当する金額を支払い、それ以上の残余財産の分配を行わない。

（３）議決権

Ａ種優先株式を有する株主は、株主総会において決議すべきすべての議案について議決権を有しないものと

する。
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（４）種類株主総会

１.当社が、会社法第322条第１項各号に掲げる行為をする場合においては、法令に別段の定めのある場合を除く

ほか、Ａ種優先株主を構成員とする種類株主総会の決議を要しない。

２.定款第20条の規定は、定時株主総会において決議する事項が、当該決議のほか、種類株主総会の決議を必要

とする場合における当該種類株主総会に準用する。

３.定款第21条、第22条及び第24条の規定は、種類株主総会にこれを準用する。

４.定款第23条の規定は、会社法第324条の規定による種類株主総会の決議にこれを準用する。

（５）金銭を対価とする取得請求権

１.当社は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者の意思に関わらず、当社の取締役会が別に定める日にお

いて、法令上可能な範囲で、次項に定める取得価額の金銭の交付と引換えにＡ種優先株式の全部又は一部を

取得することができる（当該取得を行う日を、以下「金銭対価取得条項取得日」という。）。なお、Ａ種優

先株式の一部を取得するときは、比例按分その他当社の取締役会が定める合理的な方法により、取得すべき

Ａ種優先株式を決定する。

２.Ａ種優先株式１株当たりの取得価額は、以下の算式による取得価額とする。

［算式］Ａ種優先株式１株当たりの取得価額＝[Ａ種優先株式１株当たりの払込金額]＋[Ａ種優先株式発行の翌

日から金銭対価取得条項取得日までの日数に応じて、１年につき60円の割合による金額（１年未満の期間部

分については１年を365日とする日割り計算によるものとする。）]－[当社がＡ種優先株式につき支払ったＡ

種優先配当、Ａ種無配時優先配当及びＡ種累積未払配当の合計額]

（６）株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

１.当社は、普通株式の分割又は併合を行う場合及び法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式につき株式の分割

又は併合を行わない。普通株式の分割又は併合を行う場合には、Ａ種優先株式も同様の比率で分割又は併合

を行い、定款第12条及び第13条に定める事項も、合理的な割合で調整されるものとする。

２.Ａ種優先株式に対しては、募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。

（７）譲渡制限

Ａ種優先株式を譲渡により取得することについては、当社の取締役会の承認を要する。

（８）その他の事項

当社は、当社定款第６条、第８条、第12条から第17条に定めるほか、Ａ種優先株式に関する事項について、

これをＡ種優先株式の発行に先立って、取締役会の決議で定める。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　当第２四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとお

り権利行使されております。

第３回新株予約権

 

第２四半期会計期間

（令和５年７月１日から

令和５年９月30日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当
該行使条件付新株予約権等の数（個）

1,600

当該四半期会計期間の権利行使に係る交
付株式数（株）

160,000

当該四半期会計期間の権利行使に係る平
均行使価額等（円）

600

当該四半期会計期間の権利行使に係る資
金調達額（百万円）

96

当該四半期会計期間の末日における権利
行使された当該行使価額修正条項付新株
予約権等の数の累計（個）

1,730

当該四半期会計期間の末日における当該
行使価額修正条項付新株予約権等に係る
累計の交付株式数（株）

173,000

当該四半期会計期間の末日における当該
行使価額修正条項付新株予約権等に係る
累計の平均行使価額等（円）

600

当該四半期会計期間の末日における当該
行使価額修正条項付新株予約権等に係る
累計の資金調達額（百万円）

103

 

第４回新株予約権

 

第２四半期会計期間

（令和５年７月１日から

令和５年９月30日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当
該行使条件付新株予約権等の数（個）

-

当該四半期会計期間の権利行使に係る交
付株式数（株）

-

当該四半期会計期間の権利行使に係る平
均行使価額等（円）

-

当該四半期会計期間の権利行使に係る資
金調達額（百万円）

-

当該四半期会計期間の末日における権利
行使された当該行使価額修正条項付新株
予約権等の数の累計（個）

-

当該四半期会計期間の末日における当該
行使価額修正条項付新株予約権等に係る
累計の交付株式数（株）

-

当該四半期会計期間の末日における当該
行使価額修正条項付新株予約権等に係る
累計の平均行使価額等（円）

-

当該四半期会計期間の末日における当該
行使価額修正条項付新株予約権等に係る
累計の資金調達額（百万円）

-
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和５年７月18日(※) 60,000 5,664,000 18,214 1,322,414 18,214 862,014

※当該四半期会計期間において、第３回新株予約権の権利行使が160,000株ありました。そのうち、100,000株

　は自己株式の処分を行い、60,000株は新株の発行をしております。これにより発行済株式数は、令和５年９

　月30日現在 5,664,000株（うち普通株式5,164,000株、Ａ種優先株式500,000株）となっております。

 

新株予約権の行使による新株の発行

　行使価額　600/株

　新株予約権の額　7.15/株

　資本組入額　303.57/株
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（５）【大株主の状況】

  令和５年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（百株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社白銀社 東京都港区赤坂6-18-3 11,624 20.69

株式会社ブリーズ 東京都港区北青山2-7-13-3F 2,300 4.09

アイビー化粧品取引先持株会 東京都港区赤坂6-18-3 1,837 3.27

安藤　英基 東京都品川区 1,472 2.62

白銀　恵美子 東京都港区 1,301 2.31

白銀　浩二 東京都港区 1,282 2.28

SBI証券株式会社 東京都港区六本木1-6-1 1,276 2.27

安藤　英雄 東京都港区 1,240 2.20

日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海1-8-12 1,088 1.93

越智　通武 東京都目黒区 985 1.75

計 － 24,406 43.45

　（注）所有株式数には、普通株式の他、Ａ種優先株式を含めております。

 

　なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

  令和５年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

（個）

総株主の議決権に
対する所有議決権
数の割合（％）

株式会社白銀社 東京都港区赤坂6-18-3 6,624 13.01

株式会社ブリーズ 東京都港区北青山2-7-13-3F 2,300 4.52

アイビー化粧品取引先持株会 東京都港区赤坂6-18-3 1,837 3.61

安藤　英基 東京都品川区 1,472 2.89

白銀　恵美子 東京都港区 1,301 2.55

白銀　浩二 東京都港区 1,282 2.52

SBI証券株式会社 東京都港区六本木1-6-1 1,276 2.50

安藤　英雄 東京都港区 1,240 2.43

日本カストディ銀行

（信託口）
東京都中央区晴海1-8-12 1,088 2.13

越智　通武 東京都目黒区 985 1.93

計 － 19,405 38.14
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    令和５年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 Ａ種優先株式 500,000 － （注）

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 47,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,087,800 50,878 －

単元未満株式 普通株式 28,600 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  5,664,000 － －

総株主の議決権  － 50,878 －

（注）Ａ種優先株式の内容につきましては、（１）株式の総数等 ② 発行済株式 を参照ください。

 

②【自己株式等】

    令和５年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社アイビー化粧品
東京都港区赤坂６丁

目18番３号
47,600 － 47,600 0.84

計 － 47,600 － 47,600 0.84

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が600株（議決権の6個）あり

ます。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アイビー化粧品(E01035)

四半期報告書

14/27



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（令和５年７月１日から令和５

年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（令和５年４月１日から令和５年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、東光監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(令和５年３月31日)
当第２四半期会計期間
(令和５年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 247,670 240,541

受取手形、売掛金及び契約資産 1,192,462 1,314,360

商品及び製品 350,872 302,792

仕掛品 6,087 6,097

原材料及び貯蔵品 499,012 475,409

その他 77,151 109,684

貸倒引当金 △66,611 △65,031

流動資産合計 2,306,646 2,383,855

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 218,663 217,669

土地 509,472 509,472

その他（純額） 45,335 42,986

有形固定資産合計 773,472 770,128

無形固定資産 35,990 36,537

投資その他の資産   

前払年金費用 388,214 389,663

差入保証金 327,857 281,260

その他 130,640 128,098

貸倒引当金 △108,746 △107,969

投資その他の資産合計 737,966 691,052

固定資産合計 1,547,429 1,497,718

資産合計 3,854,075 3,881,573
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(令和５年３月31日)
当第２四半期会計期間
(令和５年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 117,300 66,382

電子記録債務 128,221 106,133

短期借入金 165,480 125,315

１年内償還予定の社債 66,000 64,000

１年内返済予定の長期借入金 206,644 166,644

未払金及び未払費用 307,075 271,557

未払法人税等 17,331 22,403

その他 150,275 238,386

流動負債合計 1,158,328 1,060,821

固定負債   

社債 36,000 -

長期借入金 336,352 275,250

役員株式給付引当金 29,309 25,793

繰延税金負債 118,793 119,237

その他 193,158 127,387

固定負債合計 713,613 547,667

負債合計 1,871,942 1,608,489

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,304,200 1,322,414

資本剰余金 843,800 862,014

利益剰余金 862,138 938,443

自己株式 △917,553 △738,192

株主資本合計 2,092,584 2,384,679

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 △117,871 △117,871

評価・換算差額等合計 △117,871 △117,871

新株予約権 7,420 6,276

純資産合計 1,982,133 2,273,084

負債純資産合計 3,854,075 3,881,573
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

 当第２四半期累計期間
(自　令和５年４月１日
　至　令和５年９月30日)

売上高 ※１ 1,414,475 ※１ 1,498,344

売上原価 347,950 400,179

売上総利益 1,066,524 1,098,164

販売費及び一般管理費 ※２ 1,129,133 ※２ 893,553

営業利益又は営業損失（△） △62,608 204,611

営業外収益   

受取利息 2,138 655

受取配当金 0 0

受取賃貸料 9,717 9,717

業務受託手数料 3,319 2,905

雑収入 3,581 2,883

営業外収益合計 18,757 16,162

営業外費用   

支払利息 6,323 4,983

賃貸収入原価 12,720 12,720

雑損失 1,368 1,268

営業外費用合計 20,412 18,972

経常利益又は経常損失（△） △64,263 201,800

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △64,263 201,800

法人税、住民税及び事業税 5,956 9,877

法人税等調整額 △10,829 443

法人税等合計 △4,873 10,320

四半期純利益又は四半期純損失（△） △59,389 191,480
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　令和４年４月１日
　至　令和４年９月30日)

 当第２四半期累計期間
(自　令和５年４月１日
　至　令和５年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失

（△）
△64,263 201,800

減価償却費 24,550 22,170

賞与引当金の増減額（△は減少） △25,881 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,651 △2,357

株式給付引当金増減額（△は減少） △276 -

前払年金費用の増減額（△は増加） 48,466 △1,449

受取利息及び受取配当金 △2,139 △655

支払利息 6,323 4,983

為替差損益（△は益） △8 △6

有形固定資産除却損 0 0

売上債権の増減額（△は増加） 34,218 △122,028

棚卸資産の増減額（△は増加） 4,428 71,672

仕入債務の増減額（△は減少） △24,632 △73,007

未払金の増減額（△は減少） △7,887 7,640

未払費用の増減額（△は減少） 1,066 △43,019

預り金の増減額（△は減少） △3,809 4,025

未払消費税等の増減額（△は減少） △111,867 58,550

返金負債の増減額（△は減少） △5,582 31,449

前払費用の増減額（△は増加） △13,399 △26,082

その他 14,158 △5,373

小計 △130,188 128,314

利息及び配当金の受取額 2,159 702

利息の支払額 △7,012 △4,729

法人税等の支払額 △22,887 △5,956

営業活動によるキャッシュ・フロー △157,929 118,330

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △15,120 △13,160

無形固定資産の取得による支出 △6,413 △5,038

貸付金の回収による収入 3,246 2,278

差入保証金の差入による支出 - △242

差入保証金の回収による収入 309 46,839

投資活動によるキャッシュ・フロー △17,978 30,676

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,802 △40,165

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △700 △731

長期借入れによる収入 330,000 -

長期借入金の返済による支出 △116,670 △173,202

株式の発行による収入 - 36,000

社債の償還による支出 △98,000 △38,000

自己株式の取得による支出 - △44

新株予約権行使に伴う自己株式の処分による収入 7,800 60,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 124,231 △156,142

現金及び現金同等物に係る換算差額 8 6

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △51,668 △7,129

現金及び現金同等物の期首残高 129,384 247,670

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 77,716 ※ 240,541
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【注記事項】

（追加情報）

(株式交付制度（ＥＳＯＰ）)

１．従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引

(1）「従業員向け株式交付信託」の概要

　当社は、平成29年５月11日開催の取締役会決議に基づき、当社従業員（以下、「従業員」といいます。）の

当社業績や株価への意識を高めることにより、業績向上を目指した業務遂行を一層促進するとともに、中長期

的な企業価値向上を図ることを目的としたインセンティブ・プランとして、「従業員向け株式交付信託」を導

入しております。

　当社は、従業員向けインセンティブ・プランとして、米国で普及している従業員向け報酬制度のＥＳＯＰ

（Employee Stock Ownership Plan）を参考に、本制度を導入しております。本制度は、当社が拠出する金銭を

原資として信託（以下、「本信託」といいます。）を設定し、信託を通じて当社の普通株式（以下、「当社株

式」といいます。）の取得を行い、従業員のうち一定の要件を充足する者に対して、当社取締役会が定める従

業員株式交付規程に従い、従業員の職位や会社業績等に応じて、本信託を通じて当社株式を交付するインセン

ティブ・プランであります。当該信託により取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員

の負担はありません。

　本制度の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を享受することができるため、株価

を意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高める効果が期待できます。

(2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度末290,080千円、36,719株、当

第２四半期会計期間末290,080千円、36,719株であります。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　該当事項はありません。

(4)「従業員向け株式交付信託」の付与基準の見直しについて

　「従業員向け株式交付信託」の当初５年間の信託期間満了(令和４年６月30日）に伴い、（売上高45億円以上

かつＥＳＯＰ控除前営業利益５億円以上を付与基準として）付与基準を見直しして、当制度を再度１年間延長

しております。

 

２．取締役（監査等委員である取締役を除く。）に信託を通じて自社の株式を交付する取引

(1）「取締役に対する新たな業績連動型株式報酬制度」の概要

　当社は、平成29年６月29日開催の株主総会決議(および令和４年６月30日開催の株主総会での追加決議）に基

づき、当社の業績及び株式価値と当社取締役（ただし、監査等委員である取締役を除く。以下「取締役」とい

います。）の報酬との連動性をより明確にし、取締役が株価上昇によるメリットを享受するのみならず株価下

落リスクをも負担し、株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の向上

と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、「取締役に対する新たな業績連動型株式報酬制

度」を導入しております。

　本制度は、当社が金員を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」といいます。）が当社株式を取

得し、業績等の一定の基準に応じて当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が、本信

託を通じて各取締役に対して交付されるという、業績連動型の株式報酬制度「役員向け株式交付信託」であり

ます。

(2）信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前事業年度末367,863千円、46,565株、当

第２四半期会計期間末364,348千円、46,120株であります。（役員退任による交付が445株ありました。）

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　該当事項はありません。

(4)「取締役に対する新たな業績連動型株式報酬制度」の付与基準の見直しについて

　「取締役に対する新たな業績連動型株式報酬制度」の当初５年間の信託期間満了(令和４年６月30日）に伴

い、（売上高45億円以上かつＥＳＯＰ控除前営業利益５億円以上を付与基準として）付与基準を見直しして、

当制度を再度１年間延長しております。
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３．財務制限条項

当社は、平成30年８月及び平成31年３月締結の横浜銀行との長期借入金契約において、財務制限条項が付され

ています。これらの契約に基づく当第２四半期会計期間末の借入金残高は、次のとおりです。

 

（１）平成30年８月締結の横浜銀行との長期借入金契約

契約金額 600,000千円

借入実行総額 600,000千円

当第２四半期会計期間末借入金残高 170,000千円

期間 ７年

なお、下記①又は②の財務制限条項に抵触した場合には、期限の利益を喪失します。

①貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末日の金額又は平成30年３月期末の

　金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

②損益計算書上の経常損益につき２期（通期）連続して損失を計上しないこと。

 

（２）平成31年３月締結の横浜銀行との長期借入金契約

契約金額 400,000千円

借入実行総額 400,000千円

当第２四半期会計期間末借入金残高 40,000千円

期間 ５年

なお、下記①又は②の財務制限条項に抵触した場合には、期限の利益を喪失します。

①貸借対照表における純資産の部の金額を、当該決算期の直前の決算期末日の金額又は平成30年３月期末の

　金額のいずれか大きい方の75％以上に維持すること。

②損益計算書上の経常損益につき２期（通期）連続して損失を計上しないこと。

 

（四半期貸借対照表関係）

保証債務

次の得意先の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

前事業年度
（令和５年３月31日）

当第２四半期会計期間
（令和５年９月30日）

有限会社ＮＥＳ 20,000　千円 有限会社ＮＥＳ 20,000　千円

計 20,000 計 20,000

 

（四半期損益計算書関係）

※１　売上高の季節的変動

前第２四半期累計期間（自令和４年４月１日　至令和４年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自令和５年４月１日　

至令和５年９月30日）

　当社では、主として第２四半期会計期間及び第４四半期会計期間に集中して売上高が発生するため、通常第２四半期累

計期間の売上高は、第１四半期累計期間の売上高を２倍した金額と比べ著しく高くなっております。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自　令和４年４月１日

　　至　令和４年９月30日）

　当第２四半期累計期間
（自　令和５年４月１日

　　至　令和５年９月30日）

販売促進費 22,223千円 17,980千円

給与手当 316,465 305,486

株式給付引当金繰入額 △276 -

退職給付費用 4,520 4,439

貸倒引当金繰入額 △3,651 △2,357
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりでありま

す。

 
前第２四半期累計期間

（自 令和４年４月１日
至 令和４年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自 令和５年４月１日
至 令和５年９月30日）

現金及び預金勘定 77,716千円 240,541千円

現金及び現金同等物 77,716 240,541

 

（株主資本等関係）

Ⅰ.　前第２四半期累計期間（自　令和４年４月１日　至　令和４年９月30日）

　１.配当金支払額

該当事項はありません。

 

２.株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ.　当第２四半期累計期間（自　令和５年４月１日　至　令和５年９月30日）

　１.配当金支払額

該当事項はありません。

 

２.株主資本の金額の著しい変動

　令和４年３月発行の第３回新株予約権が、当第２四半期会計期間に一部権利行使が行われました。ま

た、当第２四半期累計期間において四半期純利益を191,480千円計上いたしました。この結果、当第２四半

期累計期間において、資本金及び資本剰余金がそれぞれ18,214千円増加、利益剰余金が76,305千円増加し

ました。一方、自己株式が179,361千円減少、新株予約権が1,144千円減少しました。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、化粧品製造・販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　前第２四半期累計期間（自　令和４年４月１日　　至　令和４年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

商品売上 1,536,196

エイド売上 20,776

売上割戻 △142,496

顧客との契約から生じる収益 1,414,475

その他の収益 -

外部顧客への売上高 1,414,475

なお、当社は、化粧品製造・販売事業の単一セグメントであるため、報告セグメント別の記載はありません。

 

当第２四半期累計期間（自　令和５年４月１日　　至　令和５年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

商品売上 1,636,441

エイド売上 16,397

売上割戻 △154,494

顧客との契約から生じる収益 1,498,344

その他の収益 -

外部顧客への売上高 1,498,344

なお、当社は、化粧品製造・販売事業の単一セグメントであるため、報告セグメント別の記載はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自　令和４年４月１日
至　令和４年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　令和５年４月１日
至　令和５年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損

失（△）
△15円30銭 35円72銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △59,389 191,480

普通株主に帰属しない金額（千円） 15,000 15,000

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△74,389 176,480

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,861 4,940

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があっ

たものの概要

第３回新株予約権及び第４

回新株予約権（新株予約権

の数12,070個（普通株式

1,207,000株））

第３回新株予約権及び第４

回新株予約権（新株予約権

の数10,470個（普通株式

1,047,000株））

（注）１.前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第２四半期累計期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

２.１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数に

ついては、自己名義所有株式分を控除する他、従業員向け株式交付信託が所有する当社株式（前第２四半期累

計期間44千株、当第２四半期累計期間36千株）、及び役員向け株式交付信託が所有する当社株式（前第２四半

期累計期間46千株、当第２四半期累計期間46千株）を控除して算定しております。

３.１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失（△）は、四半期純損益からＡ種優先配当の会計期間に

係る支払想定額を控除し算定しています。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社アイビー化粧品(E01035)

四半期報告書

24/27



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和５年11月14日

株式会社アイビー化粧品

取締役会　御中

 

東光監査法人

東京都新宿区

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　明充

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中島　伸一

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アイ

ビー化粧品の令和５年４月１日から令和６年３月31日までの第49期事業年度の第２四半期会計期間（令和５年７月１日か

ら令和５年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（令和５年４月１日から令和５年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アイビー化粧品の令和５年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全

ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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